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貸 借 対 照 表 
   

(2019年2月28日現在) 

(単位:百万円) 

  

科    目 金   額 科    目 金   額 

  (資産の部) ( 120,237 )   (負債の部) ( 84,768 ) 

    

流 動 資 産 (  26,057 ) 流 動 負 債 ( 57,758 ) 

  現 金 及 び 預 金 3,603   支 払 手 形 470 

  売 掛 金 517   買 掛 金 16,645 

  商 品 8,345   短 期 借 入 金 25,119 

  貯 蔵 品 142   リ ー ス 債 務 1,781 

  前 払 費 用 1,603   未 払 金 7,851 

  短 期 貸 付 金 10,983   未 払 費 用 2,110 

  １年内回収予定の長期貸付金 6,984   未 払 法 人 税 等 17 

  未 収 入 金 8,279   預 り 金 2,260 

  未 収 収 益 109   前 受 収 益 466 

  そ の 他 の 流 動 資 産 2,569   賞 与 引 当 金 558 

  貸 倒 引 当 金 △17,078   閉 鎖 損 失 等 引 当 金 423 

      そ の 他 の 流 動 負 債 58 

        

固 定 資 産 (  94,180 ) 固 定 負 債 (  27,009 ) 

     リ ー ス 債 務 5,317 

 有 形 固 定 資 産 (  65,410 )   長 期 未 払 金 3,510 

  建 物 19,790   預 り 保 証 金 5,301 

  構 築 物 361   繰 延 税 金 負 債 1,795 

  機 械 装 置 862   再評価に係る繰延税金負債 3,069 

  車 両 運 搬 具 0   関係会社事業損失引当金 2,457 

  工 具 器 具 備 品 1,106   閉 鎖 損 失 等 引 当 金 1,281 

  土 地 39,654   商 品 券 引 換 引 当 金 562 

  リ ー ス 資 産 3,579   資 産 除 去 債 務 3,627 

  建 設 仮 勘 定 59   そ の 他 の 固 定 負 債 90 

        

 無 形 固 定 資 産 (   2,408 )     

  借 地 権 1,921     

  ソ フ ト ウ エ ア 474     

  リ ー ス 資 産 11     

  その他の無形固定資産 2   (純資産の部) (  35,469 ) 

        

 投資その他の資産 (  26,361 ) 株 主 資 本 (  29,404 ) 

  投 資 有 価 証 券 563  資 本 金 100   

  関 係 会 社 株 式 115  資 本 剰 余 金 41,447   

  出 資 金 6   そ の 他 資 本 剰 余 金 41,447 

  長 期 貸 付 金 3  利 益 剰 余 金 △12,143   

  差 入 保 証 金 23,427   そ の 他 利 益 剰 余 金 △12,143   

  破 産 更 生 債 権 等 4   繰 越 利 益 剰 余 金 △12,143   

  長 期 前 払 費 用 1,125     

  前 払 年 金 費 用 1,241 評価・換算差額等 (   6,065 ) 

  長 期 未 収 入 金 1,309  土 地 再 評 価 差 額 金 6,065 

  貸 倒 引 当 金 △1,431   

合     計 120,237 合     計 120,237 
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損   益   計   算   書 

 (2018年3月1日から2019年2月28日まで) 

(単位：百万円) 

科   目 金   額 

売 上 高  267,362 

売 上 原 価  197,075 

売 上 総 利 益  70,287 

営 業 収 入   

 不 動 産 収 入  9,822  

 そ の 他 の 営 業 収 入   3,212 13,034 

営 業 総 利 益  83,320 

販売費及び一般管理費  87,327 

営 業 損 失  4,007 

営 業 外 収 益   

 受 取 利 息  219  

 保 険 金 収 入  128  

 そ の 他 の 営 業 外 収 益  173 520 

営 業 外 費 用   

 支 払 利 息  690  

 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  474  

 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額   851  

 そ の 他 の 営 業 外 費 用  826 2,841 

経 常 損 失  6,328 

特 別 利 益   

 固 定 資 産 売 却 益  5,964  

 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 戻 入 額  3,623  

 そ の 他 の 特 別 利 益  214 9,802 

特 別 損 失    

 固 定 資 産 減 損 損 失  4,556  

 関 係 会 社 事 業 損 失 引 当 金 繰 入 額  855  

 そ の 他 の 特 別 損 失  643 6,054 

税 引 前 当 期 純 損 失  2,580 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税  17  

 住 民 税 還 付 額  △46  

 法 人 税 等 調 整 額  △25 △53 

当 期 純 損 失  2,527 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

     (2018年3月1日から2019年2月28日まで) 
 (単位:百万円) 

 
株主資本 

評価・換算
差額等 

純資産合計 
 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 
合計 

土地再評価 
差額金 

その他 

資本 

剰余金 

その他 
利益剰余金 

繰越 
利益剰余金 

2 0 1 8 年 3 月 1 日 残 高 100 41,447 △9,837 31,710 6,286 37,996 

事 業 年 度 中 の 変 動 額       

土地再評価差額金取崩額   221 221 △221 － 

当 期 純 損 失   △2,527 △2,527  △2,527 

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 
事 業 年 度 中 の 変 動 額 ( 純 額 ) 

      

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計   △2,306 △2,306 △221 △2,527 

2 0 1 9 年 2 月 2 8 日 残 高 100 41,447 △12,143 29,404 6,065 35,469 
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個 別 注 記 表 
 

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 

 

1.有価証券の評価基準及び評価方法 

 

(1)子会社株式及び関連会社株式 ···· 移動平均法による原価法 

 

(2)その他有価証券 

時価の無いもの ················ 移動平均法による原価法 

 

2.たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 

(1)商品 ······················· ｢企業会計原則と関係諸法令との調整に関する連続意見書｣第四に定め

る売価還元平均原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法) 

 

(2)貯蔵品 ······················ 最終仕入原価法による原価法 

 

3.固定資産の減価償却の方法 

 

(1)有形固定資産(リース資産を除く)  ······ 定額法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建物(建物附属設備含む)及び構築物   8～50年 

 機械装置、車両運搬具及び工具器具備品 3～20年 

 

(2)無形固定資産(リース資産を除く)  ······ 定額法 

 なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間(5年)に基づく定額法を採用しております。 

 

(3)リース資産 ·················· 所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産については、

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお

ります。 

 

(4)長期前払費用 ················ 定額法 

 

4.引当金の計上基準 

 

(1)貸倒引当金 ·················· 債権の貸倒れによる損失に備え、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

 

(2)賞与引当金 ·················· 従業員に支給する賞与に備え、支給見込額のうち、当事業年度に負担

する金額を計上しております。 

 

(3)閉鎖損失等引当金 ············· 店舗閉鎖等に伴い発生する損失に備え、合理的に見込まれる中途解約

違約金等の損失見込額を計上しております。 

 

(4)退職給付引当金··············· 従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び退

職給付信託資産の見込額に基づき計上しております。 

 過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(7年)による定額法により費用処理しております。 

 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数(主として7年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

 

(5)関係会社事業損失引当金 ······· 関係会社の事業損失に備え、当該会社の財政状態及び経営成績等を勘

案し、損失見込額を計上しております。 

 

(6)商品券引換引当金 ············· 負債計上を中止した商品券が回収された場合に発生する損失に備え、

過去の実績に基づき将来の回収見込額を計上しております。 

 

5.その他計算書類作成のための重要な事項 

 

消費税等の会計処理 ············· 税抜方式によっております。  
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(表示方法の変更) 

 

損益計算書関係 

前事業年度において、特別利益「修繕積立金戻入額」は独立掲記しておりましたが、金額に重要性がなくな

ったため、当事業年度より特別利益「その他の特別利益」に含めて表示しております。なお、前事業年度と

同一の表示方法によった場合、当事業年度の特別利益「修繕積立金戻入額」は67百万円であります。 

 

 

(貸借対照表に関する注記) 

 

1.有形固定資産の減価償却累計額 103,716百万円 

2.保証債務の明細  (単位：百万円) 

被保証者名 被保証債務の内容 

㈱ 中 合 268 
保 証 金 供 託 債 務 

㈱ 中 合 友 の 会 150 

合 計 419  

(*)子会社の商品券等の法令保証委託契約に基づく履行義務を保証するものであります。 

3.関係会社に対する金銭債権債務 

短期金銭債権 ················· 18,482百万円 短期金銭債務 ················· 26,547百万円 

長期金銭債権 ·················· 2,810 長期金銭債務 ···················· 462 

4.土地の再評価 

 

 

  

再評価を行った年月日 ··············  2001年2月28日 

再評価の方法 ·····················  土地の再評価に関する法律施行令(平成10年3月31日公布政令第

119号)第2条第5号に定める不動産鑑定士による鑑定評価により

算出する方法及び同条第3号に定める固定資産税評価額に基づ

き、合理的な調整を行って算出する方法によっております。 

  

土地の再評価に関する法律(平成10年3月31日公布法律第34号)及び土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律(平成11年3月31日公布法律第24号)に基づき、事業用土地の再評価を行っております。なお、

評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負債｣として負債の部に計上し、これを控除した金

額を｢土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 
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(損益計算書に関する注記) 

1.関係会社との取引高 

仕入高 ······················ 24,903百万円 不動産収入 ····················· 926百万円 

その他の営業収入 ·············· 1,063 販売費及び一般管理費 ············ 671 

営業取引以外の取引高 ············ 717  

2.固定資産減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しております。 

(1)減損損失を認識した資産グループの概要 (単位:百万円) 

地 域 用    途 種    類 金   額 

関 東 店舗、事務所等 建物等 2,984 

近 畿 店舗 土地、建物等 1,572 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

店舗については、継続して営業損失が発生している資産グループ、市場価格が帳簿価額より著しく下落し

ている資産グループ及び閉鎖決定している資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少

額を「固定資産減損損失」として特別損失に計上しております。 

事務所等については、主にシステム入替を決定したことに伴い既存ソフトウエアをゼロまで減額し、当該

減少額を「固定資産減損損失」として特別損失に計上しております。 

(3)減損損失の内訳 

建物等(*)  4,535百万円 

土地 21 

合計 4,556 

(*)リース資産、無形固定資産、長期前払費用を含めております。 

(4)資産のグルーピングの方法 

キャッシュ･フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位とし、店舗以外の賃貸用不動産、遊休不動産

及び売却予定資産等については、個別の物件ごとにグルーピングしております。 

(5)回収可能価額の算定方法 

資産グループの回収可能価額のうち正味売却価額は、主として不動産鑑定評価基準により評価しており、

使用価値については、将来キャッシュ･フローを4.5％で割引いて算定しております。 

 

(株主資本等変動計算書に関する注記) 

当事業年度の末日における発行済株式の数 

普通株式········ 631,738,231株 

 

(税効果会計に関する注記) 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、繰越欠損金、固定資産減損損失等であり、評価性引当額を控除しておりま

す。繰延税金負債の発生の主な原因は、有価証券の譲渡及び固定資産評価替等であります。 
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(リースにより使用する固定資産に関する注記) 

1.ファイナンス・リース取引(借主側) 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、店舗建物、店舗設備(機械装置、工具器具備品等)の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しています。 

2.オペレーティング・リース取引 

(借主側) 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 1年内  6,736百万円 

 1年超  23,737 

 合 計  30,473 

(貸主側) 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

 1年内  14百万円 

 1年超  16 

 合 計  31 

 

(金融商品に関する注記) 

1.金融商品の状況に関する事項 

(1)金融商品に対する取組方針 

当社における資金運用については、短期的な銀行預金等に限定しております。また、資金調達については、

主に関係会社からの借入によっております。 

なお、デリバティブ取引は行っておりません。 

(2)金融商品の内容及びそのリスク 

短期貸付金及び1年内回収予定の長期貸付金は、主に関係会社に対する貸付金であり、相手先の信用リスク

に晒されております。 

未収入金は、取引先の信用リスクに晒されております。なお、そのほとんどが3ヶ月以内の回収期日であり

ます。 

長期貸付金は、主に従業員に対する貸付金であり、相手先の信用リスクに晒されております。 

差入保証金は、主に店舗賃借に伴う敷金であり、相手先の信用リスクに晒されております。 

支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが3ヶ月以内の支払期日であります。 

短期借入金は、関係会社からの借入金であり、金利変動リスクに晒されております。 

預り保証金は、主に入店テナントからの敷金であります。 

(3)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、必要に応じて取引先の信用状況を把握することによ

り、回収懸念の早期把握や貸倒リスクの軽減を図っております。 

②資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

適時に資金繰計画を作成・更新し、手許流動性を維持しております。 

(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することがあります。 

  



- 8 - 

 

2.金融商品の時価等に関する事項 

2019年2月28日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

時価を把握することが極めて困難と認められるものは含めておりません。((注)2.参照) 

 （単位:百万円） 

 

貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

(1)現金及び預金 
 

3,603 3,603      －            

(2)短期貸付金 10,983 
  

          

貸倒引当金(*1) △10,106 877 877 － 

(3)1年内回収予定の長期貸付金 6,984             

貸倒引当金(*1) △6,984 － － － 

(4)未収入金  8,279  8,279 －            

(5)長期貸付金 3                    

貸倒引当金(*2) － 3 3 － 

(6)差入保証金 23,427    

貸倒引当金(*3)   △30  23,397 23,418  21  

資産計  36,158 36,180 21 

(1)支払手形及び買掛金  17,115 17,115 －            

(2)短期借入金  25,119 25,119 －           

(3)未払金  7,851 7,851 －           

(4)預り保証金  5,301 5,191 △111  

負債計  55,386 55,276 △111  

(*1)短期貸付金及び１年内回収予定の長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(*2)長期貸付金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(*3)差入保証金に対応する貸倒引当金を控除しております。 

(注)1.金融商品の時価の算定方法 

 

資産 

(1)現金及び預金、 (4)未収入金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

(2)短期貸付金、(3)1年内回収予定の長期貸付金、(4)長期貸付金 

個別に回収可能性を勘案し、時価を算定しております。 

(5)差入保証金 

主に将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しております。 

 

負債 

(1)支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金 

短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって

おります。 

(4)預り保証金 

主に将来キャッシュ・フローを国債利回り等適切な指標に信用リスクを加味した利率で割り引いた現在

価値により算定しております。 

2.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

（単位:百万円) 

区分 貸借対照表計上額 

 投資有価証券 

  非上場株式 

 

563 

 関係会社株式 115 

市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるた

め、時価開示の対象としておりません。  
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(資産除去債務に関する注記) 

当事業年度末において資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているものは次のとおりであります。 

1.当該資産除去債務の概要 

主として不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

2.当該資産除去債務の金額の算定方法 

主として過去において類似の資産について発生した除去費用の実績により除去費用を見積り、使用見込期間に

ついては主として20年から39年として、それぞれの使用見込期間に対応した割引率として国債の流通利回りを

使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

3.当事業年度における当該資産除去債務の総額の増減 

 (単位:百万円) 

期首残高 3,770 

有形固定資産の取得に伴う増加額 51 

時の経過による調整額 35 

資産除去債務の履行等による減少額(△) △229 

期末残高 3,627 

 

 

(賃貸等不動産に関する注記) 

1.賃貸等不動産の状況に関する事項 

当社では、関東地域やその他の地域において、賃貸商業施設及び遊休不動産等を有しております。 

2.賃貸等不動産の時価に関する事項 

当該賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び時価は、次のとおりであります。 

 (単位:百万円) 

貸借対照表計上額 当事業年度末の時価 

29,357 32,190 

(注)1.貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額で

あります。 

2.当事業年度末の時価は、主に不動産鑑定評価基準に基づいて、自社で算定した(指標等を

用いて調整を行ったものを含む)金額であります。 
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(関連当事者との取引に関する注記) 

 

種 類 会社名 

議決権

等の所

有割合 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 

(百万円) 
科目 

期末残高 

(百万円) 

親会社 イオン㈱ 
(被所有) 

直接

100％ 
役員の兼任 

資金の返済(*1) 12,601 短期借入金(*1) 25,099 

利息の支払(*1) 359 － － 

その他の特別利益(*2) 148 － － 

関係会社株式の売却代金(*2) 7,000 － － 

子会社 

㈱アルティフーズ 直接 

100％ 

当社への商品供給 

役員の兼任 

資金の貸付(*3) 113 短期貸付金(*3,7) 4,113 

利息の受取(*3) 44 － － 

㈱鹿児島サンライズ

ファーム 

間接 

100％ 
当社への商品供給 － － 差入保証金(*8) 2,800 

㈱中合 直接 

100％ 
資金の援助 

資金の貸付(*3) 826 
短期貸付金(*3,7) 4,474 

1年内回収予定の長期貸付金(*3,7)  3,240 

利息の受取(*3) 84 － － 

㈱ボンテ 直接 

100％ 

当社への商品供給

(コンセッショナリー契約) 

役員の兼任 

資金の貸付(*3) 312 
短期貸付金(*3,7) 1,018 

1年内回収予定の長期貸付金(*3,7)  2,796 

利息の受取(*3) 45 － － 

親会社 

の 

子会社 

イオンクレジットサ

ービス㈱ － 

当社店舗等の電子マネー

及びクレジット業務委託 

役員の兼任 

電子マネー及びクレジッ

ト代金の受入(*4) 
73,971 未収入金 2,802 

イオントップバリュ㈱ － 当社への商品供給 商品の仕入(*5) 16,353 買掛金 1,777 

イオンリテール㈱ － 
当社への商品供給 

役員の兼任 
商品の仕入(*5) 13,885 買掛金 1,462 

ＡＣＳリース㈱ － 
当社への割賦販売及び 

固定資産のリース 

割賦資産の取得(*6) 858 
未払金 632 

長期未払金 1,161 

リース資産の取得(*6) 904 リース債務 2,457 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(*1)資金の借入については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、担保は提供しておりません。 

(*2)株式の譲渡価格については、第三者機関の評価を参考に決定しております。 

(*3)資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、担保は受け入れておりません。 

(*4)電子マネー及びクレジット業務委託については、一般的な取引条件を参考に決定しております。 

(*5)商品の仕入価格、決済方法については、市場価格、総原価、業界の商慣習等を考慮し、交渉のうえ、一

般的な取引条件と同様に決定しております。 

(*6)割賦取引及びリース資産の取得については、市場価格等を勘案して合理的に決定しております。 

(*7)子会社への貸付金に対し、合計15,640百万円の貸倒引当金を計上しております。 

また、当事業年度において合計867百万円の貸倒引当金繰入額を計上しております。 

(*8)差入保証金の預入については、業界の商慣習等を考慮し一般的な取引条件と同様に決定しております。 

 

 

(1株当たり情報に関する注記) 

 

 

  

1.1株当たり純資産額 56円15銭 

2.1株当たり当期純損失 4円00銭 
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(追加情報) 

当社と株式会光洋（以下「光洋」）は、2018年10月10日に、2020年3月1日を合併期日とする基本合意書に

調印いたしました。 

 

(1)統合の目的 

イオングループでは、2017年12月に、2020年に向けての中期経営方針において「リージョナルシフ

ト」「デジタルシフト」「アジアシフト」、及びそれらに連動する「投資のシフト」の４つをグループ

の変革の方向性として掲げており、事業を展開するそれぞれの地域・領域でＮＯ.１の集合体を目指し

ています。 

その実現に向けて、スーパーマーケット（以下「ＳＭ」）事業においては、ドラッグストアやコンビ

ニエンスストア、Ｅコマースなど競争のボーダレス化による競合環境の激化、人口動態やお客さまの生

活スタイルの変化、健康志向、低価格志向、即食需要の増加など嗜好の変化等に対応するために、地域

ごとに一定以上の規模を有する企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、

お客さまへの便利さを提供し続け、最も地域に貢献する企業に成長する必要があります。 

そのような中、当社及び光洋の完全親会社であるイオン株式会社（以下「イオン」）は当該中期経営

方針において、ＳＭ改革の今後の方向性を示しました。 

斯かる方向性を踏まえ、当社がこれまで培ってきた生産から加工・物流・販売に至るまでのサプライ

チェーンマネジメントに基づく効率的経営の強みに加え、光洋が有する独自の店づくりや生鮮デリカを

中心とする付加価値型商品の展開を通じたブランド力を活かし、本統合後、近畿エリアで約200店舗と

なる既存店の活性化を行うとともに、両社の力を結集した新たな店舗フォーマットを開発し、最も人口

の多い大阪市を中心に店舗拡大を図り、一方でこれらを支えるインフラ機能の強化を図るため、当事者

が有する物流機能を再編統合し、新しい店舗網でのサプライチェーンを構築します。併せて、本統合に

伴い本社機能の集約整理や重複コストの削減、商品原価の低減等を図り、より強固な経営基盤を確立し

て参ります。 

 

(2)統合の方法 

ダイエーを吸収合併存続会社、光洋を吸収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本統合」）を行う方

法により進めるものと致します。 

 

(3)統合の時期 

本統合の時期に関しては、以下を予定しております。 

2020年3月1日 

 

(4)統合比率 

イオン及び当社、光洋は、本統合における合併比率についての協議の上決定して参ります。 

 

(5)合併当事者の概要 

 存続会社 消滅会社 

名称 株式会社ダイエー 株式会社光洋 

所在地 神戸市中央区港島中町 4 丁目 1 番 1 号 大阪市西区北堀江 3 丁目 12 番 23 号 

代表者 代表取締役社長 近澤 靖英 代表取締役社長 平田 炎 

事業内容 
セルフサービスを販売方法の主体とする

商品の小売業 ほか 

食料品及び日用雑貨の小売販売  

設立年月日 1957 年 4 月 10 日 1973 年 1 月 18 日 

株主 イオン株式会社 100％ イオン株式会社 100％ 

従業員数 正社員 2,437 名（2018 年 2 月末現在） 正社員 1,227 名（2018 年 2 月末現在） 

店舗数 176 店舗（2018 年 9 月末現在） 75 店舗（2018 年 9 月末現在） 

 

 

(6)実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2013年9月13日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2013年9月13日）に基づき、

「共通支配下の取引等」に該当する見込みです。 
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(重要な後発事象に関する注記) 

株式会社山陽マルナカからの店舗承継 

 

追加情報に記載のとおり、2018年10月10日に、当社と光洋の経営統合に関する基本合意書を締結しました。 

本統合に先立ち、イオングループの京阪神地区の店舗ドミナンス化を加速させる目的から、当社は、 2018

年12月14日にイオンの子会社である株式会社山陽マルナカ（以下「山陽マルナカ」）との間で吸収分割契約

を締結し、本吸収分割契約に基づき山陽マルナカが近畿エリアで運営する14店舗を2019年3月1日を効力発生

日として承継しました。 

 

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合企業の名称 ：株式会社ダイエー 

事業の内容 ：小売業 

被結合企業の名称 ：株式会社山陽マルナカ 

事業の内容 ：小売業 

 

(2)企業結合を行った主な理由 

イオングループの2020年に向けての中期経営方針にもとづいて、地域ごとに一定以上の規模を有す

る企業体となり、地域商品の開発、物流、デジタル化への投資を強化し、お客さまへの便利さを提供し

続け、最も地域に貢献する企業に成長するため、京阪神地区の店舗ドミナンス化を加速することを目的

としております。 

 

(3)企業結合の法的形式 

株式会社山陽マルナカを吸収分割会社とし、株式会社ダイエーを吸収分割承継会社とする吸収分割方式 

 

(4)結合後の企業の名称 

株式会社ダイエー 

 

(5)企業結合日 

2019年3月1日 

 

(6)吸収分割により承継する店舗 

14店舗 

 

(7)実施した会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号 2013年9月13日）及び「企業結合会計基準及

び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号 2013年9月13日）に基づき、

「共通支配下の取引等」の会計処理を適用しております。 

 

 

(その他の注記) 

 

記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示しております。 


